
■ 多面的機能支払交付金の概要

令和５年度 改正のポイント

（１）事務の簡素化

①「農村環境保全活動」及び「多面的機能の増進を図る活動」の活動項目の変更に係
る手続き簡素化

資源向上支払（共同）における「農村環境保全活動」及び「多面的機能の増
進を図る活動」の活動項目を変更する場合は、申請ではなく、変更計画書の届
け出を行うこととします。
※加算単価に変更がある場合は、引き続き申請が必要です。

申請・・・市町村の認定が必要。
届出・・・市町村の認定が不要。

②活性化計画に多面支払の活動を定める場合、事業計画書の提出が不要

農用地等の保全を定めた活性化計画(農山漁村の活性化のための定住等及び地
域間交流の促進に関する法律第５条第１項に規定する活性化計画)を作成してお
り、その添付書類として

・様式第１－１号 事業計画の認定申請書
・様式第１－２号 事業計画書
・様式第１－３号 活動計画書
・様式第１－４号 長寿命化整備計画書
・様式第１－５号 工事に関する確認書

を既に市町村に提出している場合は
上記様式第１－1号から第１－５号の提出が不要となります。

③地域計画に定める場合、地域資源保全管理構想の作成が不要

地域計画（農業経営基盤強化促進法第19条第１項に定める地域計画）に地域
資源保全管理構想に準ずる記載がある場合、地域資源保全管理構想の作成が不
要となります。

④先進技術による現地確認が可能とわかるようにしました

これまでも実施可能でありましたが、現地確認の負担軽減を推進するため、
人工衛星やドローン等を用いた現地確認が可能であることを実施要領に明記し
ます。
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■ 多面的機能支払交付金の概要

令和５年度 改正のポイント

（２）様式の変更なし

これまでは、毎年度様式を変更してきておりましたが、令和５年度は様式
の変更がありません。

※ただし、活動期間原則５年に1度の提出となっている様式第１－1号 事業計
画の認定申請書は変更あり。

スマホやタブレット、パソコンなどから交付金申請が行えるよう、共通申請
サービス（eMAFF）による行政手続きのオンライン化へ対応します。

※共通申請サービス(emaff）での申請には、市町村が対応可能となっている必
要がありますので、各市町村へ問い合わせください。

※今までどおり、紙による申請も可能です。

下表の書類は、実施状況確認等のために必要であり、活動組織において作
成・保管が必要です。

「○」・・・・義務あり
「※１」・・・市町村から提出を求められた場合は、提出が必要です。

また、令和４年度より予算書や決算書、金銭出納簿等、都道府県・市町村ま
たは活動組織が保管すべき証拠書類のうち、電磁的記録により保管が可能なも
のは、電磁的記録での保管をすることもできます。

（３）電子申請が利用可能になります

（４）市町村への提出書類の留意点（※秋田県独自運用）

書類名 作成・
組織保管

提出・
市町村保管

財産管理台帳 ○ ※１
領収書・通帳の写し ○ ※１
総会資料・議事録 ○ ※１
活動写真 ○ ※１

4



■ 組織の設立

14

・事業計画を新規に申請する場合
・新たな事業計画を申請する場合（再認定）
本様式に様式第１－２号、第１－３号、その他関係書類
を添付して提出して下さい。

多面的機能支払交付金にのみ
取り組む場合の記載例です。

活動内容に合わせて
記載してください。

Ｒ５改正のポイント（２）
　認定申請書の変更内容


